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２０１２年３月１５日 

報道関係各位 

大阪市西区立売堀２丁目３番１６号 

 

 （証券コード：８０５１） 
 

機構改革（事業部制移行）のお知らせ 
～６部門体制を５つの事業部体制に再編します～ 

 

株式会社山善（本社：大阪市西区／代表取締役：吉居 亨／以下、「当社」）では、このたび、事業単位

の市場適応力をさらに高め、中期経営計画に掲げる基本戦略を推進する体制を強化すべく、現在の国内

５母店＋６部門体制を再編し、新たに５つの事業部を軸とする事業部制への移行（機構改革）を行うことに

決定しましたのでお知らせいたします。 

 
 

１．事業部門設置の背景と目的 

当社では現在、中期経営計画「ＶＩＳＴＡ-３Ｓ（２０１０年４月～２０１３年３月）」において、「世界力」「専門

力」「組織力」といった３つの戦略テーマを掲げ、当社を取り巻く様々な課題解決に向けた取り組みを進め

ています。 

 

なかでも「組織力」は、グローバル化が進む市場環境の変化に対応するための経営基盤の強化策とし

て、当計画期間内では、国際本部とＳＥ部の統合やアセアン統括機能の充実（合弁会社の設立）、国内に

おいては機工事業部（統轄機能）の新設などを実施してまいりました。 

 

一方、当社では永らく、生産財（工作機械やその周辺機器・消耗品）、住設建材（住宅用設備資材）、そ

して家庭機器（生活用品）を、エリア（地域）単位に最適化して販売する体制を推進してまいりました。しか

し、（特に国内における）個人消費の低迷や人口減少などよって、設備・住宅・小売ｅｔｃ…、どのマーケット

も“量から質”へ変化し、競争環境や技術的背景はどんどん専門化し、高度化が進んでいます。さらには

インターネットの発達などで異業種の参入が進み、市場はますますボーダレス化しています。 

 

このため、中期計画の最終年度にあたる今期では、取扱商品やサービスを軸とする事業ドメイン（専門

領域）を明確にし、その中で一貫性ある施策やパッケージを、エリア／広域両面でお取引先にいち早くお

届けしていくための体制が必要不可欠として、機動性が高く、かつ迅速性に富む事業体・組織（＝事業部）

を目指すこととしたものです。 
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２．機構改革の内容（２０１２年４月１日付） 

国内５支社＋６部門制を廃し、５事業部門に再編する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
（１） 事業別組織 

① 機械事業部 

▪  主に国内製造業を最終需要者層とする工作機械、鍛圧機械販売を担う事業として、現・機

械部門を継承して新設し、同事業部内に以下の営業部と機能部門を設置する。  
西日本営業部 （現・大阪機械部、広島機械部、九州機械部を継承） 

中部営業部 （現・名古屋機械部を継承） 

東日本営業部 （現・東日本機械部を継承） 

営業推進部 （現・営業推進部を継承） 

業務部 （現・営業推進部内の機能を移管）  
② 機工事業部 

▪  製造業を最終需要者層とする設備周辺機器や消耗品、機械要素部品、工場内物流機器

などの販売を担う事業として、現・産業システム部門と工具部門の継承・統合により新設し、

同事業部内に以下の営業部と機能部門を設置する。  
大阪第１営業部 （現・大阪産業システム部、大阪工具部の一部を移管） 

大阪第２営業部 （現・大阪産業システム部、大阪工具部の一部を移管） 

大阪第３営業部 （現・大阪産業システム部の一部を移管） 

名古屋第１営業部 （現・名古屋産業システム部、名古屋工具部の一部を移管） 

名古屋第２営業部 （現・名古屋産業システム部、名古屋工具部の一部を移管） 

九州営業部 （現・九州産業システム部、九州工具部を継承） 

広島営業部 （現・広島産業システム部、広島工具部を継承） 

東京第１営業部 （現・東日本産業システム部、東日本工具部の一部を移管） 

東京第２営業部 （現・東日本産業システム部、東日本工具部の一部を移管）   
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東京第３営業部 （現・東日本産業システム部、東日本工具部の一部を移管） 

北関東営業部 （現・東日本産業システム部、東日本工具部の一部を移管） 

東北営業部 （現・東日本産業システム部、東日本工具部の一部を移管） 

ＳＤ営業部 （現・東日本産業システム部の一部を移管） 

マーケティング統括部 （現・マーケティング統括部を継承） 
 

③ 国際事業本部 

▪  現・国際本部の組織と機能を継承し、海外向け生産財（工作機械・機工商品）全般の輸出・

販売を担い、海外における現地法人・駐在員事務所を管轄する。 

※ 国際事業本部は工作機械と機工商品の地域組織ながら、海外（各国）事情に応じた事業展

開となるため、国内の機械・機工各事業部とは別途の事業部組織とします。  
④ 住建事業部 

▪  建設・建築・設備工事業者等を需要者層とする住設機器や空調機器、建設資材などの材

料、工事販売を担う事業として、現・住設建材部門を継承して新設し、同事業部内に以下

の営業部と機能部門を設置する。  
関西営業部 （現・大阪住設建材部を継承） 

中部営業部 （現・名古屋住設建材部を継承） 

九州営業部 （現・九州住設建材部を継承） 

中四国営業部 （現・広島住設建材部を継承） 

首都圏営業部 （現・東日本住設建材・第１営業部の一部を移管） 

東京中央営業部 （現・東日本住設建材・第１営業部の一部を移管） 

北関東東北営業部 （現・東日本住設建材・第２営業部を継承） 

建設資材部 （現・建設資材部を継承） 

マーケティング部 （現・営業推進部を継承） 
 

⑤ 家庭機器事業部 

▪  現・家庭機器営業本部を名称変更し、一般消費者を最終需要者層とする生活家電やイン

テリアなどの販売を担う事業として、従来の組織を継承する。 
 

（２） 地域別組織 

① 大阪営業本部 

▪  現・大阪営業本部の機能を継承し、近畿・岡山・北陸・四国・沖縄に所在する機械事業部と

機工事業部配下の支店・営業所・事務所を管轄する。  
② 東日本営業本部 

▪  現・東日本営業本部の機能を継承し、静岡（中部以東）・長野・新潟以東の東日本に所在す

る機械事業部と機工事業部配下の支店・営業所・事務所を管轄する。  
③ 名古屋営業本部 

▪  現・名古屋営業本部の機能を継承し、愛知・岐阜・三重・静岡（西部以西）に所在する機械

事業部と機工事業部配下の支店・営業所・事務所を管轄する。     
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④ 九州営業本部 

▪  現・九州支社の機能を継承し、山口（下関）と九州全域に所在する機械事業部と機工事業

部配下の支店・営業所・事務所を管轄する。  
⑤ 広島営業本部 

▪  現・広島支社の機能を継承し、広島・山陰・山口に所在する機械事業部と機工事業部配下

の支店・営業所・事務所を管轄する。  
⑥ 国際事業本部 

▪  現・国際本部の組織と機能を継承し、海外向け生産財（工作機械・機工商品）全般の輸出・

販売を担い、海外における現地法人・駐在員事務所を管轄する。  
 

※ 組織内の人事については、別途「人事異動のお知らせ」をご参照ください。 
 
 

以上 

＜株式会社山善 会社概要＞ 

◆社名（商号） ： 株式会社山善（やまぜん） 

◆本社所在地 ： 大阪市西区立売堀２丁目３番１６号 

◆代 表 者 ： 代表取締役社長 吉居 亨（よしい とおる） 

◆設 立 日 ： 昭和２２年（１９４７年）５月３０日 

◆資 本 金 ： ７，９０９百万円（２０１１年３月３１日現在） 

◆売 上 高 ： ３２３，７０３百万円（２０１１年３月期／連結） 

◆株 式 上 場 ： 東京・大阪株式市場第一部上場  

◆業 種 ・業 態  工作機械、機械工具、住宅設備機器、家庭用品・機器等の販売 

◆従 業 員 数 ： ２，１１４名（２０１１年３月３１日現在／連結） 

 

 

 
 （お問合せ窓口） 株式会社 山善 担当部門 広報・ＩＲ室 

電話 (06)6534-3095 FAX (06)6534-3280 

E-mail：info07@yamazen.co.jp 


